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新たなルールのポイント 

 

 

平 成 3 1 年 ２ 月 2 8 日 

内閣府男女共同参画局 

文部科学省初等中等教育局 

厚生労働省子ども家庭局 

 

「「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」の更なる徹底・強化について」

（平成 31 年２月８日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）を踏まえ、２

月 28 日に通知し、地方自治体・学校等に徹底。 

 

○ 児童虐待対応に当たり、各機関が以下の責務を最大限果たし連携を進める。 

・学校等：児童虐待の早期発見・早期対応に努め、市町村・児童相談所等に通告・

情報提供を速やかに行うこと 

・児童相談所：子どもと家族の状況の把握、一時保護、カウンセリング、家庭訪問、

保護者への指導、里親委託、児童福祉施設への入所措置などの支援・援助を行う

こと 

・市町村：要保護児童対策地域協議会の調整機関として、状況把握・支援課題の確

認、支援の経過などの進行管理を恒常的に行い、関係機関がその役割に基づき対

応に当たれるよう必要な調整を行うこと 

・警察：子どもの安全確保、事件化すべき事案の厳正な捜査等を行うこと 

 

１ 通告の情報元の秘匿にかかる主な留意点 

○ 市町村・児童相談所は、保護者に虐待を告知する際には子どもの安全を第一と

するとともに、通告者保護の観点から、通告元は明かせない旨を保護者に伝える

ことを徹底する。 

＜「留意事項通知」の２ 通告の情報元の秘匿にかかる主な留意点＞ 

＜「連携強化通知」の１．（１）要保護児童等の通告元に関する情報の取扱いについて＞ 

 

○ 学校・保育所等は、保護者から情報元に関する開示の求めがあった場合、子ど

もからの虐待の申し出等の情報元を保護者に伝えないこととするとともに、市町

村・児童相談所と連携しながら対応する。 

＜「留意事項通知」の２ 通告の情報元の秘匿にかかる主な留意点＞ 

＜「連携強化通知」の１．（２）要保護児童等の情報元に関する情報の取扱いについて＞ 
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○ 虐待通告の場合、通告者と虐待を行っている者との関係等を踏まえ、守秘義務

の遵守を含め秘匿等に十分配慮して対応する。 

＜「留意事項通知」の２ 通告の情報元の秘匿にかかる主な留意点＞ 

 

２ 児童相談所、学校、警察等との連携における主な留意点 

○ 虐待通告等の対応に関し、保護者による威圧的な要求や暴力の行使等が予想さ

れる場合、学校・保育所等は児童相談所や警察等の関係機関や弁護士等の専門家

と速やかに情報共有し、連携して対応する。 

＜「連携強化通知」の１．（３）保護者からの要求への対応について＞ 

 

○ 要保護児童等について、学校・保育所等は欠席理由について保護者から説明を

受けている場合であっても、休業日を除き引き続き７日以上欠席した場合（不登

校等による欠席であって学校・保育所等が定期的な家庭訪問等により本人に面会

ができ、状況の把握を行っている場合や入院による欠席であって学校・保育所等

が医療機関等からの情報等により状況の把握を行っている場合を除く。）には、

市町村又は児童相談所に情報提供する。学校・保育所等から情報提供を受けた市

町村又は児童相談所は、更に詳しく事情を聴き、組織的に評価した上で、状況確

認、主担当機関の見直し、援助方針の見直し等を行うとともに「児童虐待防止対

策の強化に向けた緊急総合対策」を踏まえて適切に警察と情報共有する。 

＜「連携強化通知」の１．（４）定期的な情報共有に係る運用の更なる徹底について＞ 

＜「情報提供通知」の７ 緊急時の対応＞ 

 

３ 一時保護解除後、家庭復帰を行う際の主な留意点 

○ 家庭復帰の際には、その条件として、あらかじめ家庭訪問の頻度や通所指導の

頻度を示すなど、安全を確認することを保護者に提示し、それに基づき指導する。 

＜「留意事項通知」の１ 一時保護解除後、家庭復帰を行う際の留意点＞ 

 

○ 学校・保育所等と市町村・児童相談所の間において、子どもから直接ＳＯＳを

出せるような方法を確認するとともに、特に学齢期以降の子どもには関係機関の

連絡先を伝えておく。 

＜「留意事項通知」の１ 一時保護解除後、家庭復帰を行う際の留意点＞ 

＜「連携強化通知」の２．（３）一時保護解除後の対応＞ 
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○ 保護者が虐待を認めない場合、家庭訪問や子どもと会うことを拒む場合や転居

を繰り返す場合等関係機関との関わりを避ける場合等はリスクが高いものと認

識する。この際、児童相談所は必要に応じて躊躇なく一時保護する等的確な対応

をとることや積極的に児童福祉司指導等の指導措置を行う。 

＜「留意事項通知」の１ 一時保護解除後、家庭復帰を行う際の留意点＞ 

 

４ 転居した場合の児童相談所間における情報共有の徹底 

○ 児童相談所が児童福祉司指導又は継続指導を行っている家庭が転居するとの

情報を得た場合は、転居により養育環境が変化することに伴うリスクがあること

を踏まえ、転居元の児童相談所は、児童福祉司指導又は継続指導による援助を継

続し、転居先の児童相談所にケースの引継ぎを行うこと。 

＜「留意事項通知」の３ 転居した場合の児童相談所間における情報共有の徹底＞ 

 

 

○ 転居元の児童相談所は市町村等と連携して速やかに転居の事実を把握すると

ともに、確認後は速やかに転居先の児童相談所に連絡すること。 

   連絡を受けた児童相談所は、ケース移管手続の完了を待たず、速やかに当該児

童の安全確認を行うこと。また、転居先の児童相談所は、安全確認後、ケース移

管手続が完了する前の間においても、子どもの状況の確認を行うなど、必要な援

助を行うこと。 

＜「留意事項通知」の３ 転居した場合の児童相談所間における情報共有の徹底＞ 

 

○ このほか、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」において全国ル

ールとして見直しを行った以下の引継ぎルールについて、改めて徹底すること。 

・ 移管元の児童相談所が支援を行っている全てのケースをケース移管の対象と

するとともに、事案の具体的な経緯や状況がわかるよう、子ども虐待対応の手

引きにおいて示している「一時保護決定に向けてのアセスメントシート」等に

よる緊急性の判断の結果を、ケースに関する資料とともに、書面等により移管

先の児童相談所へ伝えること。 

・ 緊急性の高いケースの場合には、移管元の児童相談所が原則直接出向いて、

双方の児童相談所職員が当該家庭に同行訪問を実施する、移管元の児童相談所

が移管先の要保護児童対策地域協議会の個別支援会議へ出席するなどの方法

により、対面により引継ぎを行うこと。 

・ 移管元の児童相談所は、引継ぎが完了するまでの間、児童福祉司指導及び継

続指導を解除しないことを原則とすること。また、移管先の児童相談所は、援

助が途切れることがないよう、速やかに移管元の児童相談所が行っていた援助
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方針を継続すること。 

＜「留意事項通知」の３ 転居した場合の児童相談所間における情報共有の徹底＞ 

 

５ 配偶者暴力相談支援センターと児童相談所等との連携強化等 

○ 配偶者暴力相談支援センター（以下「支援センター」という。）と児童相談所

等は、ＤＶ対策協議会、要保護児童対策地域協議会等を活用するなどして、子ど

もの安全確保に資する対応を最優先しつつ、児童虐待とＤＶの特性や、これらが

相互に重複して発生していることを踏まえ、その他の関係機関も含む相互の連携

協力を更に強化し、個々の事案について、それぞれの立場で考え得る対応を積極

的に共有し、適切に対処することを徹底する。 

 

○ 支援センターの機能を有する婦人相談所においては、一時保護を勧奨し、被害

者と子どもを同時に保護することが望ましい。その際、子どもへの心理的ケアや、

子どもが年長男児であるとか母親の養育が困難な状況にある等で母子を一緒に

一時保護することができない場合の対応などについて児童相談所と密接に連携

を図りながら、適切な支援を確保する。 

 

○ 支援センターや福祉事務所等に配置されている婦人相談員等が、相談等におい

て児童虐待が疑われる情報を得た場合には、一時保護の必要性を説明したうえで、

児童相談所や市区町村児童虐待担当部局に通告する。 

 

○ 支援センター及び婦人相談員は、一時保護に至らない場合においても、引き続

き相談支援を行うとともに、子どもに関する情報の共有に努めるなど、児童相談

所や市区町村児童虐待担当部局と連携して子どもの安全確保を最優先して対応

する。 

＜以上、「ＤＶ連携通知」＞ 

 

（注）本文中の「留意事項通知」は、「児童虐待防止対策における対応の主な留意点について」（平成 31 年２

月 28 日付け厚生労働省子ども家庭局長通知）を、「連携強化通知」は、「児童虐待防止対策に係る学校等

及びその設置者と市町村・児童相談所の連携の強化について」（平成 31 年２月 28 日付け内閣府子ども・

子育て本部統括官、文部科学省総合教育政策局長、初等中等教育局長、高等教育局長、厚生労働省子ども

家庭局長、社会援護局障害保健福祉部長連名通知）厚生労働省子ども家庭局長通知）を、「情報提供通知」

は、「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への定期的な情報共

有について」（平成 31 年２月 28 日付け内閣府子ども・子育て本部統括官、文部科学省総合教育政策局長、

初等中等教育局長、高等教育局長、厚生労働省子ども家庭局長、社会援護局障害保健福祉部長連名通知）

を、「ＤＶ連携通知」は、「配偶者暴力相談支援センターと児童相談所等との連携強化等について」（平成

31 年２月 28 日付け内閣府男女共同参画局長、厚生労働省子ども家庭局長連名通知）をそれぞれ指す。 
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子 発 0 2 2 8 第 １ 号 

平成 31 年２月 28 日 

 

  都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長 殿 

  児童相談所設置市市長 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

        （公 印 省 略） 

 

児童虐待防止対策における対応の主な留意点について 

 

児童虐待防止対策の推進について、平素より格段の御尽力をいただき厚く御

礼申し上げる。 

児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一

途をたどっており、子どもの生命が奪われるなど重大な事件も後を絶たないな

ど依然として深刻な社会問題となっている。 

このような状況から、児童相談所・市町村等の関係機関に対しては、「児童虐

待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止

対策に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた対応をお願いしているところで

あるが、本年１月に千葉県野田市で 10 歳女児が虐待を受けて亡くなった事案を

受け、「「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」の更なる徹底・強化

について」（平成 31 年２月８日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）

が決定され、児童相談所及び学校における子どもの緊急安全確認を実施するな

ど緊急点検を実施し、抜本的な体制強化を図ることとされた。 

こうした対応を受け、増加する児童虐待に対応するため、とりわけ、児童相談

所における被害を受けた児童の適切な保護等について、適切な対応が図られる

よう、下記に掲げる取組の徹底を改めてお願いする。 

下記にお示しした取組に限らず、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合

対策」（平 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議）でお示しし

たルールのほか、「児童相談所運営指針について」（平成２年３月５日付け児発第

133 号厚生省児童家庭局長通知）、「子ども虐待対応の手引き」（平成 11 年３月 29

日付け児企第 11 号厚生省児童家庭局企画課長通知。以下「子ども虐待対応の手

引き」という。）等にもご留意いただき、各児童相談所における日々の業務の自

己点検を行うことにより、職員が日々の業務の振り返りや必要な制度の再確認

を行う機会を設けるなど、必要な対応を行っていただくようお願いする。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１号の

規定に基づく技術的助言である。 
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記 

 

 

１．一時保護解除後、家庭復帰を行う際の主な留意点 

○ 一時保護を解除して家庭復帰を行う場合には、子どもと保護者の各種診 

断結果を総合的に評価し、要保護児童対策地域協議会を活用するなど地域の

関係機関における援助体制を組織し、虐待の再発によって子どもの安全が損

なわれる危険性が認められない、また保護者が子どもの養育改善と子どもの

安全について関係機関と協力して努力を進める、また何らかの問題が発生し

た場合には速やかに子どもの安全を確保できる体制が用意されていること

を確認したうえで判断すること。 

○ 当該判断に際しては、チェックリストの活用等により保護者支援の状況 

や地域の支援体制などについて、客観的に把握した上で、判断すること。 

○ 家族と子どもの小さな変化を見落とさないためにも、子どもにかかわる 

あらゆる機関が参加する要保護児童対策地域協議会によるモニタリングが

不可欠であること。また、変化を把握した場合には、改めてリスクを客観的

に把握し、速やかに適切な対応をとること。 

○ 家庭復帰後の生活の中では、それまで顕在化していなかった課題やリス 

クが新たに現れる可能性があり、また、家族関係の変化や養育環境の変化は

再虐待につながりやすい要因となるため、児童相談所は、家庭復帰から少な

くとも６か月間程度はとりわけリスクが高まる期間として、児童福祉司指導

等の措置または継続指導を採り、家庭訪問や児童相談所への通所等を通じて、

養育状況を把握すると共に必要な援助を実施すること。 

○ 保護者が虐待の事実を認知しており、かつ保護者自身が自らの養育態度 

をどのように改善すればよいかといった点で援助を求め、相談関係が成立し

ているような場合には継続指導とすることが考えられる一方、保護者に不適

切な養育の自覚はあるものの、保護者の改善に向けた姿勢があいまいである

様な場合には、積極的に児童福祉司指導等の指導措置をとること。 

○ 一旦在宅期になると、あたかも目標が達せられたかのように感じ、保護者

と児童相談所との関係が疎遠になることがしばしばあるが、それを防ぐため

にも、家庭復帰の際には、その条件として、あらかじめ家庭訪問の頻度や通

所指導の頻度を示すなど、安全を確認することを保護者に提示し、それに基

づき指導すること。 

○ また、再び虐待が発生したりリスクが高じた時には危機介入があること 
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を、事前に保護者に対して十分示しておくことが欠かせないこと。いずれに

せよ児童相談所としては、子どもと家族に直接会って、子どもの安全を肌で

感じることは必須であること。 

○ 在宅援助の方針を採用する場合は、虐待の程度が比較的軽微で、子どもの

安全確認が継続的に可能であって、在宅により親子の関係修復や養育改善の

ための支援をすることが子どもの最善の利益にかなうと判断できる場合で

ある一方で、家族の変化は予想以上に早く、いつのまにか虐待が深刻化して

いたり、保護者が援助に対して拒否的になる場合も決して珍しくないことか

ら、在宅による援助には常に危険性が伴う点に留意しなければならず、リス

クマネジメントが適切に組み合わされている必要があること。 

○ 保護者が虐待を認めない場合、家庭訪問や子どもと会うことを拒む場合や

転居を繰り返す場合等関係機関との関わりを避ける場合等はリスクが高い

ものと認識すること。その際、担当者は、決してひとりで抱えず、援助方針

会議等に状況を報告し、支援・指導方針を検討・変更することが必要である

こと。 

○ リスクが高まった場合には、それまでの援助関係にとらわれず、子どもの

安全を第一に、必要に応じて躊躇なく再度一時保護等を行うことや、積極的

に児童福祉司指導等の指導措置を行うこと。 

○ 子どもから直接ＳＯＳを出せるような方法を確認するとともに、特に学齢

期以降の子どもには関係機関の連絡先を伝えておくこと。 

 

２．通告の情報元の秘匿にかかる主な留意点 

○ 市町村・児童相談所においては、保護者に虐待を告知する際には子どもの

安全を第一とするとともに、通告者保護の観点から、通告元（児童虐待の防

止等に関する法律第６条第１項に規定する児童虐待に係る通告を行った者

をいう。）は明かせない旨を保護者に伝えることを徹底すること。 

○ 学校等及びその設置者においては、保護者から情報元（虐待を認知するに

至った端緒や経緯をいう。以下同じ。）に関する開示の求めがあった場合は、

情報元を保護者に伝えないこととするとともに、児童相談所等と連携しなが

ら対応すること。 

さらに、市町村・児童相談所においては、子どもの安全が確保されない限

り、子どもからの虐待の申し出等の情報元を保護者に伝えないこと。 

現に、保護者との関係等を重視しすぎることで、子どもの安全確保が疎か

になり、重大な事態に至ってしまう事例が生じていることに十分留意すべき
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であること。 

○ 虐待通告の場合、通告者と虐待を行っている者との関係等を踏まえ、守秘

義務の遵守を含め情報元の秘匿等に十分配慮して対応すること。 

 

３．転居した場合の児童相談所間における情報共有の徹底 

 ○ 児童相談所が児童福祉司指導又は継続指導を行っている家庭が転居する

との情報を得た場合は、転居により養育環境が変化することに伴うリスク

があることを踏まえ、転居元の児童相談所は、児童福祉司指導又は継続指導

による援助を継続し、転居先の児童相談所にケースの引継ぎを行うこと。 

 ○ 転居元の児童相談所は市町村等と連携して速やかに転居の事実を把握す

るとともに、確認後は速やかに転居先の児童相談所に連絡すること。 

   連絡を受けた児童相談所は、ケース移管手続きの完了を待たず、速やかに

当該児童の安全確認を行うこと。また、転居先の児童相談所は、安全確認後、

ケース移管手続が完了する前の間においても、子どもの状況の確認を行う

など、必要な援助を行うこと。 

○ このほか、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」において全

国ルールとして見直しを行った以下の引継ぎルールについて、改めて徹底す

ること。 

・ 移管元の児童相談所が支援を行っている全てのケースをケース移管の

対象とするとともに、事案の具体的な経緯や状況がわかるよう、子ども虐

待対応の手引きにおいて示している「一時保護決定に向けてのアセスメン

トシート」等による緊急性の判断の結果を、ケースに関する資料とともに、

書面等により移管先の児童相談所へ伝えること。 

・ 緊急性の高いケースの場合には、移管元の児童相談所が原則直接出向い

て、双方の児童相談所職員が当該家庭に同行訪問を実施する、移管元の児

童相談所が移管先の要保護児童対策地域協議会の個別支援会議へ出席す

るなどの方法により、対面により引継ぎを行うこと。 

・ 移管元の児童相談所は、引継ぎが完了するまでの間、児童福祉司指導及

び継続指導を解除しないことを原則とすること。また、移管先の児童相談

所は、援助が途切れることがないよう、速やかに移管元の児童相談所が行

っていた援助方針を継続すること。 
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府 子 本 第 189 号 

30 文科初第 1616 号 

子発 0228 第２号 

障発 0228 第２号 

平成 31 年２月 28 日 

 

都 道 府 県 知 事 

都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長 

指 定 都 市 市 長 

指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長 

中 核 市 市 長 

児 童 相 談 所 設 置 市 市 長 

附属学校を置く国立大学法人学長 

各 附属学校を置く公立大学法人学長  殿 

小中高等学校を設置する学校設置会社 

を所管する構造改革特別区域法第 12 条 

第１項の認定を受けた地方公共団体の長 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長 

高等専門学校を設置する地方公共団体の長 

高等専門学校を設置する公立大学法人の理事長 

高等専門学校を設置する学校法人の理事長 

  

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（公印省略） 

文部科学省総合教育政策局長 

（公印省略） 

文部科学省初等中等教育局長 

（公印省略） 

文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 長 

（公印省略） 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 長 

（公印省略） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

（公印省略） 

 

 

児童虐待防止対策に係る学校等及びその設置者と市町村・児童相談所との連携の強化について 

 

児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一途をたどっており、
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子どもの生命が奪われるなど重大な事件も後を絶たないなど依然として深刻な社会問題となってい

る。 

このような状況から、学校等（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、

特別支援学校、高等専門学校、高等課程を置く専修学校、保育所、地域型保育事業所、認定こども

園、認可外保育施設（児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 59 条の２第１項に規定する施設を

いう。）及び障害児通所支援事業所をいう。以下同じ。）及びその設置者や市町村・児童相談所等の

関係機関に対しては、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児

童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた対応をお願いしているところであるが、

本年１月に千葉県野田市で発生した小学校４年生死亡事案を受け、「「児童虐待防止対策の強化に向

けた緊急総合対策」の更なる徹底・強化について」（平成 31 年２月８日児童虐待防止対策に関する

関係閣僚会議決定）が決定され、児童相談所及び学校における子どもの緊急安全確認を実施するな

ど緊急点検を実施し、抜本的な体制強化を図ることとされた。 

こうした対応を受け、増加する児童虐待に対応するため、とりわけ、学校等における児童虐待の

早期発見・早期対応、被害を受けた子どもの適切な保護等について、学校等及びその設置者と市町

村・児童相談所が連携した対応が図られるよう、下記に掲げる取組の徹底を改めてお願いする。 

なお、児童虐待への対応に当たっては、 

・学校等においては、児童虐待の早期発見・早期対応に努め、市町村や児童相談所等への通告や情

報提供を速やかに行うこと 

・児童相談所においては、児童虐待通告や学校等の関係機関からの情報提供を受け、子どもと家 

族の状況の把握、対応方針の検討を行った上で、一時保護の実施や来所によるカウンセリング、

家庭訪問による相談助言、保護者への指導、里親委託、児童福祉施設への入所措置など必要な支

援・援助を行うこと 

・市町村においては、自ら育児不安に対する相談に応じるとともに、市町村に設置する要保護児童

対策地域協議会の調整機関として、支援を行っている子どもの状況把握や支援課題の確認、並

びに支援の経過などの進行管理を恒常的に行い、自ら相談支援を行うことはもとより関係機関

がその役割に基づき対応に当たれるよう必要な調整を行うこと 

・警察においては 110 番通報や児童相談所等の関係機関からの情報提供を受け、関係機関と連携

しながら子どもの安全確保、保護を行うとともに、事案の危険性・緊急性を踏まえ、事件化すべ

き事案については厳正な捜査を行うこと 

等といった固有の責務を関係機関それぞれが有しており、こうした責務を最大限に果たしていくこ

とを前提として下記の連携などの取組を進めることが必要である。 

  

都道府県においては管内市区町村、所轄の私立学校及び関係機関へ、都道府県教育委員会・指定

都市教育委員会においては管内市区町村教育委員会、所管の学校及び関係機関へ、指定都市・中核

市・児童相談所設置市においては関係機関へ、附属学校を置く国立大学法人及び公立大学法人にお

いては附属学校へ、独立行政法人国立高等専門学校機構並びに高等専門学校を設置する地方公共団

体、公立大学法人及び学校法人においてはその設置する学校へ、構造改革特別区域法第 12条第１項

の認定を受けた地方公共団体においては認可した学校へそれぞれ周知いただきたい。 

なお、本通知については、警察庁生活安全局と協議済であることを申し添える。 
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記 

 

 

１．今回事案を踏まえて対策の強化を図るべき事項 

 

（１） 要保護児童等の通告元に関する情報の取扱いについて 

市町村・児童相談所においては、保護者に虐待を告知する際には子どもの安全を第一とす

るとともに、通告者保護の観点から、通告元（児童虐待の防止等に関する法律第６条第１項

に規定する児童虐待に係る通告を行った者をいう。）は明かせない旨を保護者に伝えること

を徹底すること。 

 

（２）要保護児童等の情報元に関する情報の取扱いについて 

学校等及びその設置者においては、保護者から情報元（虐待を認知するに至った端緒や経

緯をいう。以下同じ。）に関する開示の求めがあった場合は、情報元を保護者に伝えないこ

ととするとともに、児童相談所等と連携しながら対応すること。 

さらに、市町村・児童相談所においては、子どもの安全が確保されない限り、子どもから

の虐待の申し出等の情報元を保護者に伝えないこと。 

現に、保護者との関係等を重視しすぎることで、子どもの安全確保が疎かになり、重大な

事態に至ってしまう事例が生じていることに十分留意すべきである。 

＜児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策の更なる徹底・強化『２新たなルールの設定』＞ 

 

（３）保護者からの要求への対応について 

   学校等は、保護者が、児童虐待の通告や児童相談所による一時保護、継続指導等に関して不

服があり、保護者から学校等に対して威圧的な要求や暴力の行使等が予想される場合には、複

数の教職員等で対応するとともに、即座に設置者に連絡した上で組織的に対応すると同時に、

設置者と連携して速やかに市町村・児童相談所・警察等の関係機関や弁護士等の専門家と情報

共有することとし、関係機関が連携して対応すること。 

学校等の設置者は、保護者が、児童虐待の通告や児童相談所による一時保護、継続指導等に関

して不服があり、保護者から学校等又はその設置者に対して威圧的な要求や暴力の行使等が予

想される場合には、児童相談所・警察等の関係機関や弁護士等の専門家と情報共有することと

し、関係機関が連携して対応すること。 

また、学校等又はその設置者と関係機関が連携して対応した結果については、要保護児童対策

地域協議会（児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 25 条の２に規定する要保護児童対策地

域協議会をいう。以下同じ。）において、事案を共有し、今後の援助方針の見直し等に活用する

こと。 

＜児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策の更なる徹底・強化『２新たなルールの設定』＞ 

 

（４）定期的な情報共有に係る運用の更なる徹底について 

学校等から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供については、本通知と同日付けで「学
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校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供に

ついて」（平成 31 年２月 28 日付け内閣府子ども・子育て本部統括官、文部科学省総合教育政策局

長、文部科学省初等中等教育局長、文部科学省高等教育局長、厚生労働省子ども家庭局長、厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部長連名通知）を発出し、要保護児童等（要保護児童対策地域協議会

において、児童虐待ケースとして進行管理台帳に登録されており、学校等に在籍する子ども。）

の出欠状況や欠席理由等について、学校等から市町村又は児童相談所へ定期的に情報提供を行

うこととし、その適切な運用をお願いしたところである。 

当該通知の運用に当たっては、当該要保護児童等に関して、不自然な外傷、理由不明の欠席が

続く、虐待の証言が得られた、帰宅を嫌がる、家庭環境の変化など、新たな児童虐待の兆候や状

況の変化等を把握した時は、定期的な情報提供の期日を待つことなく、市町村又は児童相談所へ

情報提供又は通告すること及び学校等又はその設置者から情報提供を受けた市町村又は児童相

談所は、当該学校等又はその設置者から更に詳しく事情を聞き、組織的に評価した上で、状況確

認、主担当機関の確認、援助方針の見直し等を行うこととともに「児童虐待防止対策の強化に向

けた緊急総合対策」を踏まえて適切に警察と情報共有することについて、徹底されたい。 

また、学校等は保護者等から要保護児童等が学校等を欠席する旨の連絡があるなど、欠席の理

由について説明を受けている場合であっても、その理由の如何にかかわらず、休業日を除き引き

続き７日以上欠席した場合（不登校等による欠席であって学校等が定期的な家庭訪問等により

本人に面会でき、状況の把握を行っている場合や、入院による欠席であって学校等が医療機関等

からの情報等により状況の把握を行っている場合を除く。）には、定期的な情報提供の期日を待

つことなく、速やかに市町村又は児童相談所に情報提供することについても、徹底されたい。

（なお、障害児通所支援事業所におけるこれらの取扱いは、原則として当該障害児通所支援事業

所をほぼ毎日利用している子どもを想定しているが、障害児通所支援事業所の利用頻度が低い

又は利用が不定期である子どもについては、本取扱いに準じた取扱いとすることとし、具体的な

内容については、別途お示しする。） 

その際、学校等又はその設置者から情報提供を受けた市町村又は児童相談所は、当該学校等又

はその設置者から更に詳しく事情を聞き、組織的に評価した上で、状況確認、主担当機関の確

認、援助方針の見直し等を行うとともに、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」を

踏まえて適切に警察と情報共有すること。 

※詳細は、「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への定期的

な情報提供について」（平成 31 年２月 28 日付け内閣府子ども・子育て本部統括官、文部科学省総合

教育政策局長、文部科学省初等中等教育局長、文部科学省高等教育局長、厚生労働省子ども家庭局長、

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長連名通知）を参照されたい。 

＜児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策『関係機関（警察・学校・病院等）間の連携強化』＞ 

＜児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策の更なる徹底・強化『２新たなルールの設定』＞ 

 

（５）児童虐待に関する研修の更なる充実について 

３．（１）記載のような研修の機会を活用するとともに、児童相談所の職員を講師に招くなど

して、研修の充実に努めるほか、学校長等の管理職に対しても、児童虐待に関する具体的な事例

を想定することなどによる実践的な研修に取り組まれたい。 
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＜児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策の更なる徹底・強化『３児童相談所、市町村、学校及び教育委員会の抜本的な体制強化』＞ 

 

 

２．ケース対応において留意すべき事項 

 

（１）学校等からの通告・相談における連携 

   市町村・児童相談所は、学校等又はその設置者からの通告は、地域、近隣住民あるいは家族、

親族からの相談とは異なり、通告した機関が特定される可能性が高いことを説明すること。学

校等又はその設置者からは通告の事実を保護者に伝えないようにすること。その際、保護者に

対する対応方法について、市町村・児童相談所と事前に綿密な協議を行った上で、連携した対応

を図られたい。 

＜子ども虐待対応の手引き 第３章通告・相談の受理はどうするか １．通告・相談時に何を確認すべきか  

  （４）通告・相談者別の対応のあり方 ⑥『保育所、学校等からの通告相談』＞ 

 

（２）保護者への告知の方法  

保護者に虐待の告知をすることで、保護者の怒りが子ども本人に向かい、さらなる虐待を誘発

することを避けるよう何よりも注意すること。在宅での援助を続けることを前提に虐待の告知

を行う場合は、子どもの安全は守られるという見通しを持って行うことが不可欠であり、そのた

めには、援助の方向性を示すことで養育を改善することはできると保護者が感じられるような

方針を持って説明をすることなどを心がけること。 

また、虐待の告知をした後、「余計なことは言うな」などと保護者が子どもの口を封じるな

どして、子どもが正直に話さなくなることもあり得るので、その点も念頭に置いて、子どもの

所属する機関（学校等）などと連携しながら子どもの様子に十分な注意を払うこと。 

保護者が虐待の告知を受け止められず、虐待であることを否認して養育態度を改める姿勢が

ないような場合には、子どもの保護を図るなど、在宅での援助という方針自体を再検討しなけ

ればならないこと。 ＜子ども虐待対応の手引き『告知の方法』＞ 

＜子ども虐待対応の手引き 第４章調査及び保護者と子どもへのアプローチをどう進めるか ２．虐待の告知をどうするか 

  （４）告知の方法 ①『虐待通告を受けて在宅で支援する場合の告知』＞ 

 

（３）一時保護解除後の対応 

   一時保護解除等により子どもが家庭復帰した後、児童相談所への来所が滞ったり、家庭訪問

を拒んだり、不在が続くなど支援機関との関係が疎遠になるときは、子どもにとっての危機の

サインであると考える必要があるため、学校等及びその設置者と市町村・児童相談所の間にお

いて、子どもから直接ＳＯＳを出せるような方法を確認しておくとともに、特に学齢期以降の

子どもには関係機関の連絡先を伝えておくよう対応されたい。 

＜子ども虐待対応の手引き 第１０章施設入所及び里親委託中の援助 ５．家庭復帰の際の支援 

  （４）家庭復帰後のケア＞ 
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３．児童虐待防止対策の強化を図るべき事項 

 

（１）児童虐待防止に係る研修の実施について 

児童虐待を発見しやすい立場にある教職員等に対する児童虐待に関する研修の実施を促進さ

れたい。 

学校等及びその設置者におかれては、教職員等が、虐待を発見するポイントや発見後の対応の

仕方等についての理解を一層促進するため、以下の研修について受講を勧奨されたい。 

また、都道府県・市町村におかれては、主催する児童虐待防止に関する各種研修会について、

教職員等の参加を呼びかけ、受講を促進されたい。 

なお、教職員等を対象とした研修事業（国庫補助事業）は以下のとおりであるので、積極的に

活用されたい。 

＜児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策『児童虐待に関する研修の充実』＞ 

 

○子どもの虹情報研修センター主催 『教育機関・児童福祉関係職員合同研修』 

   学校や教育委員会で児童虐待に携わる者、市町村で児童虐待を担当する者、児童相談所職

員による合同研修 

 

○都道府県主催 『虐待対応関係機関専門性強化事業』 

   地域で活動する主任児童委員、保育所職員、児童養護施設職員、ケースワーカー、家庭相

談員等の子どもの保護・育成に熱意のある者を対象とした児童虐待等に関する専門研修。 

 

  （以上） 
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     都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長 

    指 定 都 市 市 長   

     指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長 

中 核 市 市 長 

    児 童 相 談 所 設 置 市 市 長 

      附属学校を置く国立大学法人学長 

各    附属学校を置く公立大学法人学長  殿 

     小中高等学校を設置する学校設置会社を 

所管する構造改革特別区域法第 12 条 

第 1 項の認定を受けた地方公共団体の長 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長 

高等専門学校を設置する地方公共団体の長 

高等専門学校を設置する公立大学法人の理事長 

高等専門学校を設置する学校法人の理事長 

 

 

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（公印省略） 

文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局 長 

（公印省略） 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長 

（公印省略） 

文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 長 

（公印省略） 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 長 

（公印省略） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

（公印省略） 

 

 

学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への定

期的な情報提供について 
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 児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一途をたど

っており、重篤な児童虐待事件も後を絶たないなど依然として深刻な社会問題となって

いる。 

こうした中、平成 30 年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受けて、「児童

虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に

関する関係閣僚会議決定）に基づき、学校、保育所等と市町村、児童相談所との連携の

推進を図るため、「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児

童相談所への定期的な情報提供に関する指針」に基づく運用をお願いしているところで

あるが、本年１月に千葉県野田市で発生した小学校４年生死亡事案を踏まえ、今般、「学

校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への定期的

な情報提供に関する指針」（別添）を定め、一層推進すべき取組として周知徹底を図る

ものであるので、適切な運用を図られたい。 

都道府県においては管内市区町村、所轄の私立学校及び関係機関へ、都道府県教育委

員会・指定都市教育委員会においては管内市区町村教育委員会、所管の学校及び関係機

関へ、指定都市・中核市・児童相談所設置市においては関係機関へ、附属学校を置く国

立大学法人及び公立大学法人においては附属学校へ、独立行政法人国立高等専門学校機

構並びに高等専門学校を設置する地方公共団体、公立大学法人及び学校法人においては

その設置する学校へ、構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体

においては認可した学校へそれぞれ周知いただきたい。 

なお、「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所

への定期的な情報提供について」（平成 30 年７月 20 日付け内閣府子ども・子育て本部

統括官、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）につ

いては廃止する。 

また、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 245 条の４第１項の規定に

基づく技術的助言であることを申し添える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 16 －



 
 

学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への

定期的な情報提供に関する指針 

 

 

１ 趣旨 

 

 本指針は、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、高等専門学校、高等課程を置く専修学校（以下「学校」という。）、保育

所、地域型保育事業所、認定こども園、認可外保育施設（児童福祉法（昭和 22 年法

律第 164 号）第 59 条の２第１項に規定する施設をいう。以下同じ。）及び障害児通

所支援事業所（以下「学校・保育所等」という。）から市町村又は児童相談所（以下

「市町村等」という。）への児童虐待防止に係る資料及び情報の定期的な提供（以下

「定期的な情報提供」という。）に関し、定期的な情報提供の対象とする児童、情報

提供の頻度・内容、依頼の手続等の事項について、児童虐待の防止等に関する法律（平

成 12 年法律第 82 号。以下「虐待防止法」という。）第 13条の４の規定に基づく基本

的な考え方を示すものである。 

 

 

２ 定期的な情報提供の対象とする児童 

 

（１） 市町村が情報提供を求める場合 

要保護児童対策地域協議会（児童福祉法第 25 条の２に規定する要保護児童対

策地域協議会をいう。以下「協議会」という。）において、児童虐待ケースとして

進行管理台帳（注）に登録されており、かつ、学校に在籍する幼児児童生徒学生、

保育所、地域型保育事業所、認定こども園、認可外保育施設及び障害児通所支援

事業所に在籍する乳幼児（以下「幼児児童生徒等」という。）を対象とする。 

 

（注）進行管理台帳とは、市町村内における虐待ケース等に関して、子ども及び保護者に

関する情報やその状況の変化等を記載し、協議会において絶えずケースの進行管理

を進めるための台帳であり、協議会の中核機関である調整機関において作成するも

のである。 

 

（２） 児童相談所が情報提供を求める場合 

児童相談所（児童福祉法第 12 条に規定する児童相談所をいう。以下同じ。）が

管理している児童虐待ケースであって、協議会の対象となっておらず、かつ、学

校・保育所等から通告があったものなど、児童相談所において必要と考える幼児

（別添） 
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児童生徒等を対象とする。 

 

３ 定期的な情報提供の頻度・内容 

 

（１） 定期的な情報提供の頻度 

 定期的な情報提供の頻度は、おおむね１か月に１回を標準とする。 

 

（２） 定期的な情報提供の内容 

 定期的な情報提供の内容は、上記２（１）及び（２）に定める幼児児童生徒等

について、対象期間中の出欠状況、（欠席した場合の）家庭からの連絡の有無、

欠席の理由とする。 

 

 

４ 定期的な情報提供の依頼の手続 

 

（１）市町村について 

    市町村は、上記２（１）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児童生徒

等が在籍する学校・保育所等に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏名、上記

３（２）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を記載した書

面を送付する。 

 

（２）児童相談所について 

    児童相談所は、上記２（２）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児童

生徒等が在籍する学校・保育所等に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏名、

上記３（２）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を記載し

た書面を送付する。 

 

 

５ 機関（学校・保育所等を含む。）間での合意 

 

（１）  上記４により、市町村等が学校・保育所等に対し、定期的な情報提供の依頼を

行う場合は、この仕組みが円滑に活用されるよう、市町村等と学校・保育所等と

の間で協定を締結するなど、事前に機関の間で情報提供の仕組みについて合意

した上で、個別の幼児児童生徒等の情報提供の依頼をすることが望ましいこと。 

 

（２）  協定の締結等による機関間での合意に際しては、本指針に掲げる内容を基本
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としつつも、より実効性のある取組となるよう、おおむね１か月に１回程度を標

準としている定期的な情報提供の頻度や、対象となる幼児児童生徒等の範囲に

ついて、定期的な情報提供の内容をより幅広く設定するなど、地域の実情を踏ま

えたものにすること。 

 

（３）  学校は、市町村等と協定の締結等により機関間での合意をしたときは、その内

容等を設置者等（私立学校にあっては当該学校の所轄庁を含む。以下同じ。）に

対しても報告すること。 

 

 

６ 定期的な情報提供の方法等 

 

（１）情報提供の方法 

学校・保育所等は、市町村等から上記４の依頼文書を受けた場合、依頼のあっ

た期間内において、定期的に上記３に定める定期的な情報提供を書面にて行う。 

 

（２）設置者等への報告等 

 学校が市町村等へ定期的な情報提供を行った場合は、併せて設置者等に対し

てもその写しを送付すること。また、市町村等へ定期的な情報提供を行うに際し

ては、地域の実情に応じて設置者等を経由することも可能とする。 

 

 

７ 緊急時の対応 

 

  定期的な情報提供の期日より前であっても、学校・保育所等において、不自然な外

傷がある、理由不明又は連絡のない欠席が続く、対象となる幼児児童生徒等から虐待

についての証言が得られた、帰宅を嫌がる、家庭環境に変化があったなど、新たな児

童虐待の兆候や状況の変化等を把握したときは、定期的な情報提供の期日を待つこと

なく、適宜適切に市町村等に情報提供又は通告をすること。 

  また、学校・保育所等は保護者等から対象となる幼児児童生徒等が学校・保育所等

を欠席する旨の連絡があるなど、欠席の理由について説明を受けている場合であって

も、その理由の如何にかかわらず、休業日を除き引き続き７日以上欠席した場合（不

登校等による欠席であって学校・保育所等が定期的な家庭訪問等により本人に面会が

でき、状況の把握を行っている場合や、入院による欠席であって学校・保育所等が医

療機関等からの情報等により状況の把握を行っている場合を除く。）には、定期的な

情報提供の期日を待つことなく、速やかに市町村等に情報提供すること。 
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  なお、障害児通所支援事業所におけるこれらの取扱いは、原則として当該障害児通

所支援事業所をほぼ毎日利用している幼児児童生徒等を想定しているが、障害児通所

支援事業所の利用頻度が低い又は利用が不定期である幼児児童生徒等については、本

取扱いに準じた取扱いとすることとし、具体的な内容については、別途お示しする。 

 

 

８ 情報提供を受けた市町村等の対応について 

 

（１） 市町村について 

①  学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時における

情報提供を受けた市町村は、必要に応じて当該学校・保育所等から更に詳しく

事情を聞くこととし、これらの情報を複数人で組織的に評価する。 

 なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校・保育所等で

の相談、健康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候

をうかがわせる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。 

②  ①の評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら又は関

係機関に依頼して家庭訪問を行う、個別ケース検討会議を開催するなど状況把

握及び対応方針の検討を組織として行うとともに「児童虐待防止対策の強化に

向けた緊急総合対策」を踏まえて適切に警察と情報共有すること。 

③  対応が困難な場合には児童相談所に支援を求めるとともに、専門的な援助や

家庭への立入調査等が必要と考えられる場合は、速やかに児童相談所へ送致又

は通知を行う。 

④  協議会においては、市町村内における全ての虐待ケース（上記２（２）の場

合を除く。）について進行管理台帳を作成し、実務者会議の場において、定期的

に（例えば３か月に１度）、状況確認、主担当機関の確認、援助方針の見直し等

を行うことを徹底すること。 

 

（２） 児童相談所について 

①  児童相談所が学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊

急時における情報提供を受けた場合 

ア 学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時における

情報提供を受けた児童相談所は、必要に応じて当該学校・保育所等から更に詳

しく事情を聞くこととし、これらの情報について援助方針会議等の合議による

組織的な評価を行うとともに、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対

策」を踏まえて適切に警察と情報共有すること。 

なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校・保育所等で
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の相談、健康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候

をうかがわせる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。 

   イ アの評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら家庭訪

問を行う、個別ケース検討会議の開催を市町村に求めるなど状況把握及び対応

方針の検討を組織として行う。 

   ウ 必要に応じて立入調査、出頭要求、児童の一時保護等の対応をとる。 

②  市町村が学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時

における情報提供を受けた場合、市町村の求めに応じて積極的に支援するもの

とする。 

 

 

９ 個人情報の保護に対する配慮 

 

（１） 虐待防止法においては、市町村等から児童虐待に係る情報の提供を求められた

場合、地方公共団体の機関は情報を提供することができると従前から規定されて

いた一方、児童虐待の兆しや疑いを発見しやすい立場にある民間の医療機関、児

童福祉施設、学校等は提供できる主体に含まれておらず、これらの機関等が児童

虐待に係る有益な情報を有しているような場合であっても、個人情報保護や守秘

義務の観点を考慮し、情報提供を拒むことがあった。 

児童虐待が疑われるケースについては、児童や保護者の心身の状況、置かれて

いる環境等の情報は、市町村等において、児童の安全を確保し、対応方針を迅速

に決定するために必要不可欠であることから、「児童福祉法等の一部を改正する

法律」（平成 28 年法律第 63 号）においては、地方公共団体の機関に加え、病院、

診療所、児童福祉施設、学校その他児童の医療、福祉又は教育に関係する機関や

医師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教職員その他児童の医療、福祉又は

教育に関連する職務に従事する者（以下「関係機関等」という。）も、児童相談所

長等から児童虐待の防止等に関する資料又は情報の提供を求められたときは、当

該児童相談所長等が児童虐待の防止等に関する事務又は業務の遂行に必要な限

度で利用し、かつ、利用することに相当の理由があるときは、これを提供するこ

とができるものとされた。ただし、当該資料又は情報を提供することによって、

当該資料又は情報に係る児童等又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれ

があると認められるときは、この限りでないとされた（虐待防止法第 13 条の４）。 

 

（２） このため、学校・保育所等から市町村等に対して、定期的な情報提供を行うに

当たって、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人

情報保護法」という。）第 16 条及び第 23 条においては、本人の同意を得ない限
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り、①あらかじめ特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取

り扱ってはならず、②第三者に個人データを提供してはならないこととされてい

る。しかしながら、「法令に基づく場合」は、これらの規定は適用されないこと

とされており、虐待防止法第 13 条の４の規定に基づき資料又は情報を提供する

場合は、この「法令に基づく場合」に該当するため、個人情報保護法に違反する

ことにならない。 

なお、地方公共団体の機関からの情報提供については、各地方公共団体の個人

情報保護条例において、個人情報の目的外利用又は提供禁止の除外規定として、

「法令に定めがあるとき」等を定めていることが一般的であり、虐待防止法第 13

条の４に基づく情報提供は「法令に定めがあるとき」に該当するため、条例にこ

のような除外規定がある場合には条例違反とはならないと考えられる。 

ただし、幼児児童生徒等、その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を

不当に侵害することのないよう十分な配慮の下、必要な限度で行わなければなら

ないので留意すること。 

また、当該情報提供は、虐待防止法第 13 条の４の規定に基づくものであるた

め、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法（明治 40 年法律第 45 号）や関係

資格法で設けられている守秘義務規定に抵触するものではないことに留意され

たい。 

 

（３） 市町村が学校・保育所等から受けた定期的な情報提供の内容について、協議会

の実務者会議及び個別ケース検討会議において情報共有を図ろうとする際は、市

町村において、学校・保育所等から提供のあった情報の内容を吟味し、情報共有

すべき内容を選定の上、必要な限度で行うこと。 

また、協議会における幼児児童生徒等に関する情報の共有は、幼児児童生徒等

の適切な保護又は支援を図るためのものであり、協議会の構成員及び構成員であ

った者は、正当な理由がなく、協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らしては

ならないこととされているので、このことに十分留意し、協議会の適切な運営を

図ること。 

 

 

１０ その他 

 

  市町村等が学校・保育所等以外の関係機関に状況確認や見守りの依頼を行った場合

にも、当該関係機関との連携関係を保ち、依頼した後の定期的な状況把握に努めるも

のとする。 
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児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号） 

 

（資料又は情報の提供） 

第十三条の四 地方公共団体の機関及び病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童の

医療、福祉又は教育に関係する機関（地方公共団体の機関を除く。）並びに医師、歯

科医師、保健師、助産師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教職員その他児童の

医療、福祉又は教育に関連する職務に従事する者は、市町村長、都道府県の設置する

福祉事務所の長又は児童相談所長から児童虐待に係る児童又はその保護者の心身の

状況、これらの者の置かれている環境その他児童虐待の防止等に係る当該児童、そ

の保護者その他の関係者に関する資料又は情報の提供を求められたときは、当該資

料又は情報について、当該市町村長、都道府県の設置する福祉事務所の長又は児童

相談所長が児童虐待の防止等に関する事務又は業務の遂行に必要な限度で利用し、

かつ、利用することに相当の理由があるときは、これを提供することができる。ただ

し、当該資料又は情報を提供することによって、当該資料又は情報に係る児童、その

保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認め

られるときは、この限りでない。 

（参考） 
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府 共 第 1 5 4 号 

子 発 0 2 2 8 第 5 号 

平成 31 年 2 月 28 日 

 

 

 各都道府県知事 殿 

 

 

                         内閣府男女共同参画局長 

（公 印 省 略） 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

（公 印 省 略） 

 

 

配偶者暴力相談支援センターと児童相談所等との連携強化等について 

 

 

配偶者暴力相談支援センター（以下「支援センター」という。）と児童相談所等は、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13 年法律第 31 号）、同法

に基づく基本的な方針（平成 25 年内閣府、国家公安委員会、法務省、厚生労働省告示第

１号）、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）及び児童相談所運営指針（平成２年３月５

日児発第 133 号厚生省児童家庭局長通知）において、適切に連携協力することが定められ

ている。今般の千葉県野田市において発生した児童虐待事案への対応を受け、ＤＶ対策協

議会、要保護児童対策地域協議会等を活用するなどして、子どもの安全確保に資する対応

を最優先しつつ、児童虐待とＤＶの特性や、これらが相互に重複して発生していることを

踏まえ、その他の関係機関も含む相互の連携協力を更に強化し、個々の事案について、そ

れぞれの立場で考え得る対応を積極的に共有し、適切に対処することを徹底されたい。 

子どもがいる家庭において、配偶者等からの暴力が行われている状況は、子どもへの心

理的虐待に該当し、子どもへの虐待の制止が困難となる場合がある。支援センターの機能

を有する婦人相談所においては、一時保護を勧奨し、被害者と子どもを同時に保護するこ

とが望ましい。その際、子どもへの心理的ケアや、子どもが年長男児であるとか母親の養

育が困難な状況にある等で母子を一緒に一時保護することができない場合の対応などにつ

いて児童相談所と密接に連携を図りながら、適切な支援を確保されたい。 

また、支援センターや福祉事務所等に配置されている婦人相談員等が、相談等において

児童虐待が疑われる情報を得た場合には、一時保護の必要性を説明したうえで、児童相談

所や市区町村児童虐待担当部局に通告されたい。 

なお、支援センター及び婦人相談員は、一時保護に至らない場合においても、引き続き

相談支援を行うとともに、子どもに関する情報の共有に努めるなど、児童相談所や市区町

村児童虐待担当部局と連携して子どもの安全確保を最優先して対応することとされたい。 

都道府県知事におかれては、支援センター等の関係機関及び管内市区町村に対して、周

知徹底をお願いする。 

 この通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の 4第 1項の規定に基づく

技術的な助言である。 
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子 発 0228 第 ４ 号 

平成 31 年２月 28 日 

 

  都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長 殿 

  児童相談所設置市市長 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

        （公 印 省 略） 

 

 

 

「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（新プラン） 

に基づく人材確保に向けた取組について 

 

 

 

児童虐待防止対策の推進について、平素より格段の御尽力をいただき厚く御

礼申し上げる。 

児童相談所及び市町村の体制整備については、「児童虐待防止対策体制総合強

化プラン」（新プラン）（平成 30 年 12 月 18 日児童虐待防止対策に関する関係府

省庁連絡会議決定）において、2019 年度から 2022 年度までの計画を策定し、地

域における相談体制と専門性強化を進めるようお願いしているところである。 

本日、「児童虐待死の再発を防止する厚生労働省・文部科学省合同プロジェク

トチーム」において、新プランで掲げる専門職の確保及び専門性強化に向け改め

て留意すべき事項について、別添のとおり決定したので、各都道府県等におかれ

ては、必要な対応を行っていただくようお願いする。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１号の

規定に基づく技術的助言である。 
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「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（新プラン） 

に基づく人材確保に向けた取組について 

 

 

平成 31 年２月 28 日 

厚生労働省子ども家庭局 

 

 

 児童相談所及び市町村の体制整備については、「児童虐待防止対策体制

総合強化プラン」（新プラン）（平成 30 年 12 月 18 日児童虐待防止対策に

関する関係府省庁連絡会議決定）において、2019 年度から 2022 年度まで

の計画を策定し、地域における相談体制と専門性強化を進めるようお願い

しているところである。 

 今般、その際の人材確保について、改めて留意すべき事項について整理

し、地方自治体に向けて周知を行うものである。 

 

 

１．児童相談所関係 

 

◆新プランにおいて、児童相談所について、児童福祉司を 2017 年度の

約 3,240 人から 2,020 人程度増員することなどを定めている。 

 

◆新プランの初年度である 2019 年度においては、児童福祉司を 1,070

人程度増員することを目標としており、これを踏まえた地方交付税措

置（注）が講じられる予定である。 

（注）標準団体（人口 170 万人当たり） 

児童福祉司 58 名（対前年度 16 名増）、 

児童心理司 22 名（対前年度４名増） 

なお、保健師は従前より３名措置されている。 

 

◆新プランに掲げる目標を着実に達成し、児童相談所の体制の抜本的強

化を直ちに実行するため、地方自治体においても、 

  ・新プランに基づく増員時期に当たり、児童相談所の組織としての専

門性を確保する観点から、積極的に、児童相談所配属経験者の再配

置、児童相談所 OB 職員の再任用等を行うこと 

  ・専門職の確保及び専門性強化に資する予算制度（注）を積極的に活

（別添） 
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用することなどにより、児童福祉司の専門職採用、専門性の高い人

材の育成を計画的に進めること 

  ・里親委託の着実な推進を図るため、積極的に里親養育支援経験者を

児童福祉司に任用すること 

・個々の児童福祉司等が必要な専門性を確保できるよう人事異動サ

イクルの見直しを行うこと 

・地域における児童虐待防止体制を強化するため、児童福祉司等につ

いて、児童相談所設置自治体間での人事交流や児童相談所・市町村

間での人事交流を積極的に行うこと 

   など、必要な対応を図ること。 

（注）専門職の確保等に資する予算制度 

○児童福祉司等専門職採用活動支援事業【新規】 

都道府県等が福祉系大学や専門学校、高校等との連絡調整や、学生向け

セミナー企画やインターンシップ企画などを行い、児童福祉司等の専門職

の確保するための非常勤職員配置又は委託に必要な費用の補助を創設。 

【実施主体】都道府県、指定都市、児童相談所設置市 

【補助基準額（案）】１自治体当たり 4,184 千円 

【補助率】国：1/2、都道府県、指定都市、児童相談所設置市：1/2 

○虐待・思春期問題情報研修センター事業【拡充】 

児童相談所、市町村、児童福祉施設などの虐待問題等対応機関職員の研

修等を実施する研修センターについて、子どもの虹情報研修センター（横

浜市）に加え、西日本においても研修を実施する拠点を設けることができ

るよう、虐待・思春期問題情報研修センター事業を拡充。 

【実施主体】西日本で事業を適切に実施することができる自治体 

【補助基準額（案）】72,944 千円 

【補助率】定額 

○児童相談所の専門性向上に関する研究（子ども・子育て支援推進調査研究

事業（委託費））【新規】 

国が主催するブロック単位の研修（※）を開催するとともに、さらなる

児童相談所の専門性向上に向けた支援策の検討等を行うための調査研究

を実施。 

【実施主体】国 

※児童相談所の職員の専門性向上のため、地域の関係機関、有識者等も

含めたケース検討や、死亡事例検証結果等を活用したより実践的な

研修。 

 

－ 27 －



２．市町村関係 

 

◆新プランにおいて、市町村については、子ども家庭総合支援拠点を全

市町村に設置することなどを定めている。（2017 年度実績：106 市町

村） 

 

◆新プランの初年度である 2019 年度においては、子ども家庭総合支援

拠点を 800 市町村に設置することなどを目標としており、これを踏ま

えた地方交付税措置（注）が講じられる予定である。 

（注）標準団体（人口 10 万人当たり） 

子ども家庭総合支援拠点の職員１名（新規） 

要保護児童対策地域協議会調整機関調整担当者１名（新規） 

 

◆新プランに掲げる目標を着実に達成し、市町村における相談支援体制

の強化を直ちに実行するため、 

  ・子ども家庭総合支援拠点の「立ち上げ支援マニュアル」を作成 

  ・学識経験者等のアドバイザーが市町村に対し、「立ち上げ支援マニ

ュアル」を活用した技術的助言を実施 

  ・平成 31 年度予算案において、開設準備経費（開設期間中の人件費、

改修費）を計上 

などの施策を通じて、市町村における子ども家庭総合支援拠点の設置

促進を全面的にバックアップしていく。 

（注）専門職の確保等に資する予算制度 

○児童虐待防止対策研修事業（市町村向け研修会）【拡充】 

子ども家庭総合支援拠点の設置促進や市町村職員の専門性の向上を図

ることを目的とし、都道府県が実施する市町村向け研修会について、実施

回数の増加を図るため、補助単価を拡充。（補助単価：年４回分→年 12回

分） 

【補助基準額（案）】１か所当たり 1,511 千円 

○市区町村子ども家庭総合支援拠点運営事業 

＜運営費補助＞【拡充】 

・子ども家庭総合支援拠点の子ども家庭支援員のうち、常勤配置を必須 

としている職員の人件費は地方交付税措置が行われる予定。その他の

子ども家庭総合支援拠点の運営に必要な費用として、非常勤職員の人

件費等を補助。 

【補助基準額（案）】（直営の場合） 

小規模Ａ型（児童人口概ね 0.9 万人未満）： 3,725 千円 
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小規模Ｂ型（児童人口概ね 0.9 万人以上 1.8 万人未満）：9,502 千円 

小規模Ｃ型（児童人口概ね 1.8 万人以上 2.7 万人未満）：15,781 千円 

中規模型（児童人口概ね 2.7 万人以上 7.2 万人未満）：21,053 千円 

大規模型（児童人口概ね 7.2 万人以上）： 39,057 千円 

・上記に加え、子ども家庭総合支援拠点において、法的・医学的な知見

を踏まえた対応ができるよう弁護士や医師等の嘱託費用の補助を創

設。 

【補助基準額（案）】１か所当たり 360 千円 

＜開設準備経費＞【新規】 

子ども家庭総合支援拠点の開設に必要な改修費や開設準備期間にお

ける非常勤職員の人件費を補助。 

【補助基準額（案）】１か所当たり 7,678 千円 

○虐待・思春期問題情報研修センター事業【再掲・拡充】 

児童相談所、市町村、児童福祉施設などの虐待問題等対応機関職員の研

修等を実施する研修センターについて、子どもの虹情報研修センター（横

浜市）に加え、西日本においても研修を実施する拠点を設けることができ

るよう、虐待・思春期問題情報研修センター事業を拡充。 

【実施主体】西日本で事業を適切に実施することができる自治体 

【補助基準額（案）】72,944 千円 

【補助率】定額 
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